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５ 財源確保対策

（１）財政再建プランの目標と平成１３年度の財源確保額

・ 財政収支見通し(試算)」で見込まれた平成１３年度の財源不足額（約９００億円）について「

は 「財政再建プラン」に基づき、歳入・歳出両面にわたる徹底した見直しを行い、約７１５、

億円の財源を確保するとともに、残りの財源不足については、一般財源基金の取崩し約１８５

億円により対応。

【財源確保対策の状況（一般財源ベース 】 （単位：億円））

区 分 平成１３年度 プランの目標額

の財源確保額 (Ｈ１３～１４)

Ⅰ 歳出抑制に向けた取り組み １６０ ４４０

１ 内部努力の更なる徹底 １００ ２５０

（１）人件費の抑制 ５０ ８０

（２）公債費の平準化 ４０ １３０

（３）内部管理経費等の抑制 １０ ４０

２ 事務事業の抜本的な見直し ６０ １９０

（１）一般行政施策の重点化 ３０ ８０

（２）補助金の整理合理化 １０ ３０

（３）公共事業の縮減 ２０ ６０

（４）大規模建設事業の見直し ０ ２０

Ⅱ 歳入確保に向けた取り組み ７４０ １，４１０

（１）臨時的歳入を含めた自主財源の確保 ８０ ２３０

（２）県債の活用 ４７５ ９８０

（３）一般財源基金の取崩し １８５ ２００

Ⅲ 地方財政制度の改正 ０ ５０～１５０

合 計 ９００ １，９００

～２，０００

（２）平成１３年度の財源確保対策の具体的内容

【歳出抑制に向けた取り組み】

金額は一般財源ベース

①内部努力の更なる徹底 １００億円程度

（ア）人件費の抑制（５０億円程度）

・職員数の削減（▲１２８人）

・職員給与費等の抑制

（期末手当▲０．２月）

（給与の減額▲３．５％又は▲２．５％）
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（イ）公債費の平準化（４０億円程度）

・満期一括償還方式県債の県債管理基金積立の一時停止

（ウ）内部管理経費等の抑制（１０億円程度）

・他会計繰出金の抑制

（流域下水道特会及び港湾特会への繰出金、工業用水道事業会計貸付金）

・内部事務経費等の抑制

（印刷物の見直し等）

②事務事業の抜本的な見直し ６０億円程度

（ア）一般行政施策の重点化（３０億円程度）

・事務事業の総点検（対象経費の▲約１５％）

（イ）補助金の整理合理化（１０億円程度）

・事務事業の総点検（対象経費の▲約２０％）

（ウ）公共事業の縮減（２０億円程度）

・国補公共事業（一般会計ベースで▲２．０％）

・県単公共事業（一般会計ベースで▲７．３％）

（エ）その他

・常陸那珂港における管理棟建設にＰＦＩ手法を導入するなどＰＦＩの積極的活用。

【歳入確保に向けた取り組み】

（ア）臨時的歳入を含めた自主財源の確保 ８０億円程度

・使用料、手数料の見直し（１億円程度）

地方財政計画の使用料の改定等を踏まえ、県立高等学校の授業料等を改定。

・市町村振興資金特別会計繰入金の活用（１５億円程度）

・宝くじ収益金の活用（５５億円程度）

・県有未利用財産の売却促進（１０億円程度）

未利用地処分推進本部を中心に、全庁的に未利用地の処分を推進し、高校公舎

跡地等の処分により約１０億円を計上。

・平成１３年度から新たに設立される「茨城租税債権管理機構」への支援を行うなど

税の滞納整理への取り組みを強化。

（イ）県債の活用 ４７５億円程度

・財政健全化債の発行 （２３５億円程度）

・臨時財政対策債の発行（１４４億円程度）

・財源対策債等の発行 （ ９６億円程度）

（３）平成１３年度当初予算編成における事務事業総点検結果の概要

・事務事業総点検の実績は、見直し対象経費に対する削減額の割合でみると、平成１０年度が

２１．９％、平成１１年度が１５．６％、平成１２年度が２０．７％と、厳しく見直しを行っ

てきたが、平成１３年度も、対象経費のうち、投資的経費及び県単補助金については１５％、

その他の経費については１０％削減を目標に、メリハリをつけて実施。
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・平成１３年度の見直し結果は、総事業件数約２，４００件のうち、１，０５３件、率にして約

４４％程度と、件数としては前年度（約３９％）を上回る積極的な見直しを実施。また、対象

経費に対する削減額の率は１６．４％となり、見直し額の総額としては歳出ベースで８１億円

（一財ベースでは約４０億円）を実施 （見直しの主なものは別紙のとおり ）。 。

・重点的取り組み事項

( )事務事業の終期設定1

今回の総点検により、継続事業について新たに１０９事業終期を設定するとともに、新規事業

については、すべて原則３年を基本に終期を設定。

( )１０年以上経過事業の見直し2

事業開始から一定期間(１０年以上)経過している事業については 特に重点的な見直しを実施、 。

( )印刷物の見直し3

印刷物については、廃止・休止を含め、部数・ページ数の削減、カラー印刷の見直し、単価の

引き下げ等、全印刷物について徹底した洗い直しを行い、約２７０件、約１億円の見直しを実

施 （件数、金額は一部上記見直し額と重複）。

【見直し区分ごとの件数及び見直し額】 （単位：件、億円）

見直し区分 Ｈ１３当初 Ｈ１２当初

件 数 見直し額 件 数 見直し額

廃 止 ８６ ４ １１７ ８

休 止 ３２ ４ ３８ ８

縮 小 ７４２ ６２ ６８８ ６５

整理統合 ６６ ２ ３０ １

先 送 り ２４ ２ ３９ １４

制度見直し ４６ ７ ２４ １４

期限設定 ５７ － ２ －

(１０９)

合 計 １，０５３ ８１ ９３８ １１０

内 一般経費 ８２５ ６６ ６９２ ７５

訳 補 助 金 ２２８ １５ ２４６ ３５

（注）期限設定欄下段（ ）内は、他の見直し区分に分類した事業で期限設定も行ったものを合わせた件数


